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材料・製造技術ユニット　奥和田久美

1．はじめに

　医療にまつわる諸問題は人類

にとって永遠の課題のひとつと言

えるが、特に日本では急速に高齢

化社会を迎えるにあたって、今ま

でにもまして重要な問題としてク

ローズアップされている。日本で

生まれ育った人の多くは、医療に

おいて、日本は必ずしも先進国と

は言えないことに気づかないのだ

が、在日欧米人は、日本の医療が

その技術もサービスも日本の経済

力にはまったく見合っていないと

指摘している１）。一般的に日本人

は、医療を水と同じように「あっ

て当然のもの」で２）、品質も良好

と信じており、多少の不満はあっ

ても、そこには選択の余地など無

いと考えている。

　また、ここ 10 年は、日本の医

療機器は輸入超過傾向が続いてお

り、特に治療系機器では輸入が輸

出の２倍にも達している３，34，42）。

従来は日本が優位であった診断系

機器においても、どこまで優位が

保ちきれるのか懸念する声が出始

めている。

　一方、今年は鉄腕アトムの誕生

年に当たるとして、各地でロボッ

ト関連のイベントが盛んである４）。

日本は世界一の産業用ロボット

保有国であり、二足歩行技術やヒ

ュ－マノイドロボット開発にも極

めて熱心、という自他ともに認め

るロボット先進国である５）。この

ため、多くの工学研究者は、日本

のロボット技術開発にまさか死角

があろうとは思っていない。

　医療用のロボット技術は、日本

においては上記のような状況下に

ある。特に本報告で紹介する外科

手術支援ロボットは、治療機器の

ひとつにはすぎないのだが、明確

に医療技術を変化させ得るという

点で医療用ロボットの中でも最近

特に注目されているものである。

ここでは、ロボット技術導入によ

って大きく変わりつつある世界の

治療技術の現状を直視し、ロボッ

ト先進国のはずの日本が導入も開

発も出遅れてしまった理由を議論

し、医工連携にふさわしい課題の

ひとつである医用機器の研究開発

を今後どう考えていくべきかにつ

いての参考としたい。

２‐１

技術発展の全体像

　現在、日本の医療現場において、

診断や治療に、すでに多くの内視

鏡的手段が用いられている。身近

な例で言えば、胃カメラは先端に

カメラを取り付けた通信ファイバ

ーであり、内視鏡的診断の代表的

なものである。内視鏡的手法は、

初期には、胃カメラのように体内

にカメラを持ち込んで画像を得る

という「診断」が主体であったが、

次第にマニピュレータ（鉗子）も

体内に持ち込んで行なう「治療」

へと発展してきた。外科手術では、

1990 年頃から内視鏡的な治療（あ

るいは腹腔鏡手術と言う）が急速

に普及し、これが過去 10 年間で

の医学界最大の変化であったとも

言われている。現在、全外科手術

の約 30％には、なんらかの内視鏡

的手法が用いられている。

　図表１に、主にマニピュレータ

技術に注目して、現在までの手術

支援用のロボティックス発展を模

式的に示す。

　第１段階では、術者の手によ

る手術から内視鏡手術への変化が

あり、内視鏡という画像技術とマ

ニピュレータを体内に持ち込む技

術が大きく発展した。この第１段

階が、過去 10 年間に日本の外科

手術を大きく変えた技術に相当す

る。ところが、世界的に見ると、

1997 年頃から第２段階、すなわ

ちコンピュータを使った遠隔操作

可能な総合的ロボット技術への発

展が注目されてきた６）。この代表

例が、米国のベンチャー企業で開

発されたダビンチ７）あるいはゼ

ウス８）という名前のロボットシス

テムである。日本では、これらの

ロボットシステムは従来の内視鏡

2．外科手術支援ロボットの進展
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手術の延長にあると見なされてい

るが、欧米ではロボット工学を用

いた Telesurgery（遠隔外科手術）

と呼ばれて、これまでとは別の概

念として捉えられているようであ

る。この第２段階では、術者の手

や目が患者から完全に離れること

が可能になった点が最大の発展で

ある。図表２は、外科手術におい

て術者である外科医師が、これら

のロボットシステムに期待してい

る各機能である。

２‐２

第１段階の発展の意味―手に
よる手術から内視鏡手術へ―

　第１段階の外科手術の進展は、

カメラとマニピュレータを患者の

体内に持ち込んだことにあった。

1987 年のフランスでの胆嚢摘出手

術が、世界で初めての内視鏡手術

であったと言われている。手によ
る手術から内視鏡手術に移ったこ
の第１の段階で、外科手術には低
侵襲性という大きな特徴が備わっ
た。患者の傷口は数 cm 以下と極

めて小さくなり、基本的に開腹手

術が不要となった。この結果、輸
血がほとんど必要なくなり、患者
の手術後の痛みが減少、入院期間
は短縮、社会復帰までの日数も激
減した。例えば脾臓摘出の手術例

では、以前の 30cm 以上の開腹手

術が、現在では 0.5 ～ 1cm の 3 箇

所の傷口ですむ。現在は日本の胆

嚢摘出手術の約95％は内視鏡下の

手術で行なわれている。また、日

本の内視鏡手術後の入院期間は、

平均で 4 日程度までに短縮されて

おり、内視鏡手術の保険点数は一

般治療とほぼ同じになっている。

このような低侵襲治療は、合併

症を減少させ、より高年齢での手

術も可能とし、寝たきりの患者の

減少にもつながると期待されてい

る。すでに一部では、低侵襲治療

のできない病院からは患者が逃げ

るという現象が起きはじめている

と言う。

　内視鏡的な確定診断と治療とを

組み合わせれば、入院を必要とせ

ず、当日あるいは翌日にも自宅に

帰ることも可能になる。このよう

な短期間治療を Day Surgery（日

帰り手術）と呼んでおり９）、日本

でも大学病院 10）や民間病院 11）で

Day Surgery の手術室が開設中で

ある。Day Surgery のような短期

間治療は、入院患者の回転率の速

さから病院経営へのメリットもあ

ると報告されている 12）。

　もしロボット技術の発展を、単

に内視鏡カメラの進歩とマニピュ

　図表１　外科手術における２段階の進展

九州大学橋爪誠教授の提供資料を基に、科学技術動向センターで作成

ロボットの目に期待する機能 ロボットの手に期待する機能

眼前のすべてが見える（広角）
蘆意識するものと意識しないもの
眼前の見えないものまでが見える
蘆すべての情報の可視化
蘆情報のリアルタイムのアップデート
蘆必要とする情報のオンデマンド取得
蘆透視機能・臓器の構造と機能
蘆オーグメンテドリアリティ（拡張現実感）

人間の手のように自由自在に動く
人間の手ではできないことができる
手術の基本操作を見直す
蘆剥離　新たなアプローチ
蘆切離　無侵襲
蘆結紮　自動縫合器
蘆凝固　超音波凝固切開装置
蘆縫合　単一簡単な操作
蘆切除　病巣のみを切除

九州大学橋爪誠教授の提供資料による

　図表２　外科手術においてロボットシステムに期待する機能
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レータの高精度化と考えるなら

ば、この第１段階において、そ

の意図はほとんど達成されたと

も言える。内視鏡手術は日本の医

師の多くに、また患者にも好意的

に受け入れられている。大学と企

業との要素技術の共同開発例もみ

られ、日本企業もこの分野の技術

開発に賛同している。しかし、ト

ータルシステムとしての内視鏡手術

支援装置が医療器具として認め

られた時期を考えると、米国で

は初の FDA 認可（米国 Food and 

Drug Administration）を受けたの

が1994 年のイソップ 1000 という

システム（Computer Motion 社）

であるのに対して、日本国内では

2002年の譁日立製作所MTLP‐１シ

ステムが初めてのケースであった13）。

２‐３

第２段階の発展の意味―内視
鏡手術から遠隔手術へ―

　第２段階の発展の重要点は、各
内視鏡技術が道具の領域を超え
て、ロボット手術システムとして
統合されたことにある。これは術
者である外科医師の時間的あるい
は肉体的負担を大きく軽減するだ
けでなく、遠隔治療を可能とする
ものである。2000 年代に入り、欧

米ではこれらのシステムへの移行

が大きく注目されている。

　1990 年代後半に、手術器具と内

視鏡から成る複数のロボットアー

ムを持ち、コンピュータによって制御

される総合的治療ロボットシステム

による外科手術が登場した 14）。こ

れらのロボットは手術支援器具

のメインフレームであり、各パ

ーツには自由にヴァリエーショ

ンを持たせることができる。代表

的なロボット手術システムである

ダビンチ（Intuitive Surgical 社：

2000 年 FDA 認可）７）およびゼウ

ス（Computer Motion 社：2001 年

FDA 認可）８）による手術と、こ

れまでの内視鏡手術との様子の違

いを図表３に示す。ロボット手術

システムでは、術者は患者の居る

手術台とは別の場所で手術を行な

っており、手術台の傍らには麻酔

科の医師と手術助手とが居るのみ

である。術者は、コンソールある

いは偏光めがねを通して患者を診

ている。

　図表４には、現在までにダビン

チあるいはゼウスを用いて行な

われた手術の例を示す。基本的に、

内視鏡下での外科手術が可能な

領域の手術はすべて可能である

ことが実証されている。海外では

2002 年までにすでに 7,000 件以上

の手術例が報告され、2003 年に

入ってからは正確に件数を把握

することが困難なほどまでに普

及しつつある。全世界ではダビン

チだけでもすでに 160 台以上が

稼動している。

　これらの手術支援ロボットは、

毎日のように世界中で行なわれて

いる手術を容易にし、患者の負担

もより軽く、かつ遠隔でも治療を

行なえることに意味があり、これ

は医療体制全体を大きく前進させ

る可能性がある。特に、心臓外科

手術では、胸部を開ける必要もな

く、血流も心臓も停止させる必要

がなくなったことによる回復の早

さなどメリットが大きいことが注

目されている。慶應大学の例では

手術後約２～３週間で大工の仕事

　図表３　内視鏡による外科手術と手術支援ロボットによる外科手術

九州大学橋爪誠教授の提供資料を基に、科学技術動向センターで作成

心臓外科手術 内胸動脈剥離、冠動脈バイパス手術（閉胸下）、
僧房弁形成術

胸部外科手術 肺切除術、気胸手術、縦隔腫瘍摘出術、乳腺腫瘍切除術、
胸部交感神経節切除術（多汗症）

消化器外科手術 逆流性食道炎根治術、食道切除術（食道癌）、胃切除術（胃癌）、
胃粘膜切除術、幽門輪狭窄切開術、大腸切除術（大腸癌）

腹部外科手術

膵臓切除術、脾臓切除術、胃上部血行遮断術、肝臓切除術、
胆嚢摘出術（胆石症）、総胆管切開術、腰部交感神経節切除術、
鼠径ヘルニア根治術、卵管結紮術、子宮切除術、卵巣切除術、
卵巣嚢腫切除術、腎臓切除術（腎癌）、前立腺全摘出術

血管外科手術 大動脈切除再建術（閉塞性動脈硬化症）

移植手術 (ドナー手術 ) 腎移植術

九州大学橋爪誠教授の提供資料による

　図表４　ロボット手術システムを用いた外科手術例
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に復帰したという患者の例が報告

されている。ドイツのライプツィ

ヒでは心臓外科手術だけで2002年

の１年間に約 4,000 件の手術が行

なわれたとのことである。このよ

うなロボットシステムは、現場の

医師の要望を次々と実現させるこ

とにより、現在もその技術が日々

進歩している最中である。

２‐４

第２段階の発展における
要素技術と波及効果

　これらのロボットに用いられて

いる要素技術の進展を、従来の内

視鏡技術のそれと比較してみると

（図５）、まず、目の部分にあたる

画像技術の発達として、三次元

的なリアルな映像が得られるよう

になった。術者が手術用ロボット

のコンソールに座って内部を覗く

と、まるで自分が小さくなって患
者の体内で作業しているような感
覚で手術を行なえる。これは、従

来の内視鏡手術で、術者が患者の

傍らのモニター画面を見て手術し

ていた感覚とは明らかに異なるも

のであり、従来は見えなかった細

かい部分までがリアルに見えるよ

うになっている。また、手に関し

ては、人間の手よりはるかに小さ

く、かつ器用に 360 度回るマニピ

ュレータによって、精度的にも人

間の手の動作の数倍も細かい作業

を思い通りに行なうことができ、

最も細い血管まで容易に縫合する

ことが可能である。すでに日本の

外科医の多くが、器用さの点で、
手術用ロボットの腕前は最も優れ
た外科医のレベルに達しているこ

とを認めている。これは、経験の

浅い医師でも最高レベルの手術が

可能であることを意味する。また、

術者の手の震えをマニピュレー

タで排除することができ、手術時

間も開腹手術の 1/2 以下に短縮さ

れるため、体力的にピークを過ぎ

た高齢の医師でも高いレベルの手

術を維持し続けることが可能であ

る。これは、外科医の腕前という

バラツキが存在する現実を改善す

るものである。

　もちろん、このようなロボッ

トシステムにも未だ不十分な点

はある。しかし現在、さらに人
間の能力以上の支援も行なえる
ようにしようという要素技術の

研究が盛んに進められている。日

本における研究例を挙げると、開

腹手術の感覚に近づける工夫とし

て、高感度圧力センサを使い、触

感を術者の手にフィードバックす

る技術、臓器の動きを検知し、マ

ニピュレータにフィードバックし

て同期させ、術者に、まるで臓器

が動いていないように見せながら

手術をさせる画像技術（仮想静止

化技術）、内部診断装置と組み合

わせて、手術中に変化しつつある

血管等の臓器内部のアップデート

情報をその臓器上に映しだす技術

（Augmented Reality）、さらに接

触によって変形する臓器情報をフ

ィードバックさせる機能などが開

発中である。術前の血管造影や腫

瘍の位置確認は、術中の合併症の

併発や腫瘍の残存などを最小限に

食い止める手段であり、これまで

医師の勘に頼っていた情報を確信

に変えるものである。つまり、今
後のロボット手術システムには、
術者には見えないはずの像を見せ
るナビゲーション機能も備わって
いく。このような要素技術を進展

させるため、国際的な学会活動も

行なわれており、国内にも日本コ

ンピュータ外科学会という研究領

域が新設されている 15）。

　将来的には、臓器の移植手術や

再建手術といった手術にも、この

ような支援ロボットの適用が期待

されている。また、米国では 1980

年代から母体内の胎児治療という

分野の研究が開始されてきた16）が、

このような特殊外科分野にも適用

可能であると考えられている。

　しかし、なんと言っても、これ

らのロボットシステムの最大の利
点は遠隔操作性にあるだろう。術

者は隣の部屋で通常の衣服のまま

手術することも可能であり、イン

ターネットや衛星通信によって海

外にいる患者の手術を行なうこと

も可能である。専門医のいない地

域での僻地医療に関しては、かな

り以前から通信手段を介した遠隔

操作による診断や治療が期待され

ており 17）、2003 年 7 月に明確化

された IT 戦略本部 e‐Japan 戦

略Ⅱの中でも先導的取り組みによ

　図表５　手術支援ロボットの現状レベルと今後の進展

九州大学橋爪誠教授の提供資料を基に、科学技術動向センターで作成
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る IT 利活用推進項目のひとつと

して挙げられている 18）。なお、日

本では、従来は対面診療が基本と

されてきた（医師法第 20 条）が、

1997 年に情報通信機器を用いた遠

隔診療が認められ、すでに規制緩

和がなされている 19）。また、僻地

医療のみならず、救急災害時の手

術や、別の場所に居る複数の医師

によるチームワーク手術、また、

手術中の感染症の恐れを防ぐ必要

性からも、遠隔治療には大きな期

待がかけられている 20）。大陸間の

遠隔手術の第１号は、2001 年の 9

月に米国の外科医がフランスの68

歳の女性患者を、光ファイバーを

介してゼウスを用いて手術した例

であり、リンドバーグ手術と呼ば

れている。課題であったのは通信

品質の確保のみであり、それ以外

は隣の部屋で手術をしているのと

なんら変わりは無い。なお、脳外

科手術には、より微細な特殊マニ

ピュレータが必要であるため、現

時点では前記のロボットシステム

では手術できないが、もともとテレ

ビ会議のような形で遠隔で行なわ

れている手術に対して専門医がア

ドバイスをするようなシステムも

開発されており、これらと内視鏡手

術とを組み合わせて行なわれた脳

外科手術例が報告されている 21）。

将来的には、脳外科手術の遠隔手術

システムを完成させようという研究

もすでに始まっている22）。

　また、コンピュータによる制御

は、高速シミュレータを発達させ、

研修の場で十分な臨床訓練を行な

うことを可能とした。日本でも内

視鏡手術の発達とともにすでに開

腹手術を経験したことのない研修

医が出てきているが、前記のよう

なロボット技術を導入することに

より、パイロットと同じようにシ

ミュレーションで研修医をトレー

ニングすることができる。九州大

学では先端医工学診療部が新設さ

れ、ロボット手術のトレーニング

センターが設けられた 23）。いずれ

は動物による教育実験も不要にな

るであろう。現在はリアルな触覚

再現を含む遠隔教育も可能になり

つつある。2002 年 10 月には、太

平洋を越えてオーストラリア―カ

ナダ間のヴァーチャル手術デモン

ストレーションが行なわれ 24）、近

い将来、国際的な医学のｅ‐ラー

ニングが開始される可能性が示唆

されている ｡ 手術の腕前の良さが

国際的に高く評価されている日本

の外科医は数多く、これらのシス

テムを取り入れた遠隔手術や遠隔

教育は、近い将来の日本の大きな

国際貢献のひとつにもなりうるで

あろう。

　図表６は、日本のロボット研究

者が描く 21 世紀の医療体制の理

想図である 20）。

２‐５

手術支援ロボットの
日本での受け入れられ方

　第２段階のロボットへの技術

発展は、多くの日本の医師にとっ

ては想像以上のものであったらし

い。現時点では日本の臨床医の間

では、まだ十分に認知されておら

ず、一部には拒絶反応さえあるよ

うに見受けられる。

　ダビンチは日本では、2000 年

から２つの大学病院に導入された

が、臨床試験が 2002 年 6 月に終

わったものの、まだ医療機器とし

ての認可申請が出せない状態にあ

る。日本では、このような新しい

医療器具は、薬事法の中に当ては

まる記載がない場合には認可まで

に長期間を要するのが常となって

いる。この結果、日本での導入実

績はダビンチが 2 台とゼウスが 5

台で、100 例程度の試験的手術の

みに留まっている。

　次項に述べるように、海外で

の開発経緯を振り返ってみれば、

1990 年代には機器としての改良が

着々と進められていた。これらの

結果がダビンチやゼウスといった

かなり完成度の高いロボットシス

テムであって、これらは決して突

然現れたわけではない。日本に多

く聞かれる誤解は、ロボット技術

の発展がマニュピレータの精度向

上のみであり、所詮医師の手によ

る手術にはかなわないと思われて

いる点、あるいは、ロボットが勝

手に手術を行なうようになるので

はないかという恐れである。

　全体的に、1990 年代の日本では、

医療工学技術の世界の流れを見

逃したか、あるいは軽視したふし

が見られる。科学技術政策研究所

が 2000 年に行なった第７回技術

東京大学光石衛教授の提供資料

　図表６　遠隔医療を取り入れた今後の医療システムの全体像
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健康保険法上の特例として特定療

養費としての負担分配ができるこ

ととなり、特区内ではロボット手

術が数多く行なわれるようになる

可能性がある。

２‐６

手術支援ロボットを開発した
ベンチャー企業

　前記の２つの代表的な手術支援
用ロボットシステムを開発した米
国のベンチャー企業は、大学の研
究開発と深いつながりがある。
　ゼウスを作り出した Computer 

Motion 社は、米国カリフォルニ

ア大学サンタバーバラ校電気工学

科の研究者によって 1989 年に設

立された。同社のこれまでの開発

経緯は、プロジェクト研究の進

め方に対して参考になる点が多

い 26）。同社は、まず、イソップ

1000 という内視鏡手術システムで

1994 年に最初の FDA 認可を受け

た。1991 ～ 1994 年には音声認識

機能をプロジェクトとして研究開

発し、医師の声による操作を実現

するヘルメスというシステムが開

発された。この成果に立脚して音

声認識機能の伴ったイソップ 2000

が 1996 年に FDA 認可され、続い

て、ロボットアーム軸の自由度を

増したイソップ 3000 が 1998 年に

認可された。さらに、ソクラテス

という遠隔の医師への手術アドバ

イスシステムを考案し、イソップ

と遠隔操作とを統合した姿が 2001

年に認可されたゼウスである。

　一方、ダビンチを作り出した

Intuitive Surgical社は、米国スタン

フォード大学の関与する Stanford 

Research Institute（現在の SRI 

International）で培われた技術を

元に 1995 年に設立されている。

後発ということもあり、こちら

は最初から完成度の高い大掛かり

なロボットシステムを目指してお

り、起業から FDA 認可までわず

か５年というスピーディーな開発

が達成された。計約 200 億円の開

発投資と延べ 100 名以上の工学系

PhD の能力が投入されたと伝えら

れている。

　いずれのベンチャーの手術支

援ロボットも、必ずしも最初から

外科医の満足に足るものではなか

ったが、現場の医師のニーズを徹

底的に取り入れ、非常に早いレス

ポンスで次々と改善していくこと

で、今では各国の医師の支持を得

つつある。これらが比較的早い段

階で認可された大きな要因は、手
術支援ロボットの全体コンセプト
とフレームを作り上げたことにあ

ると思われる。個々の細部の要素
技術は、後からでも向上可能であ

り、ここには、日本発の要素技術

や特許も数多く使われている。

　なお、これまで２社は特許の点

などで競争関係にあったが、2003

年６月末に合併した。今後は、両

社の技術は統合されて、さらに新

たなシステムを生み出していく可

能性がある。また、両社の技術提

携先は、日本企業も含めて 27）数

社にわたっている。

3．日本のロボット研究における医療用ロボット

予測調査 25）では、医療・保健分

野、製造技術分野などの設問設定

において、この分野のキーワード

は完全に抜け落ちていた。ライフ

サイエンスの分野では「マイクロ

マシンやロボットを応用した低侵

襲外科手術が外科手術の大半を占

めるようになる」という設問が１

件設定されていたが、その結果を

見ると、全回答者の平均的な実現

予測時期は 2016 ～ 2017 年、専門

家平均でも 2014 年というように、

全体的に遅めの時期を予測してい

る。つまり、日本で専門家と言わ

れる人々も、この分野に関しては、

2000 年時点において、海外の動き

を十分には把握できていなかった

か、あるいは把握していたとして

も、日本の特殊事情からして日本

への導入はかなり先のことになる

と思われていた。

　日本国内では、医療機器として

は上記の手術支援ロボットが認可

されていないことから、現時点で

は、これらを用いた手術は臨床試

験に留まり、その費用は入院に係

わる通常費用も含めて全額が医師

の研究費負担に頼っている。その

結果、国内の手術例はまだ約 100

例にしかすぎない。しかしながら、

日本でのこのような閉塞状況に風

穴を開ける第一歩が、2003 年の構

造改革特区で実現されようとして

いる 43）。福岡市と北九州市が共同

提案中の「ロボット開発・実証実

験特区」構想に、2003 年６月末、

ロボット手術の実証実験が追加申

請された。これが認められれば、

３‐１

日本のロボット研究の経緯

　日本のロボット研究の基本は、

1960 年代からの産業用ロボットの

隆盛にあり、現在も世界で稼動中

の産業用ロボットの約60％は日本

にある。また一方で、1960 年代か

ら早稲田大学加藤一郎研究室で始

められた WABOT に代表される

ようなヒューマノイドロボット研

究があり、これがもうひとつの研

究の流れと考えられる５）。高等専

門学校を中心に学生によるロボッ

トコンテスト 28）が始まり、これ

が世界的に広まりつつある現在で

は、日本の工学系学生にとっても

ロボット工学は魅力的な研究課題

のひとつである。しかし、譖日本

ロボット学会の発足は意外にもか

なり遅く 1983 年であり、今年が

やっと 20 年目にあたる。

　生体機能の代替は世界的にも普遍
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の研究テーマであり、日本の工学研

究者も医療応用を考えてきた17）が、

ロボット研究をヒューマノイド

の形をフルボディの人間型の方向

へ進める研究は日本以外ではほと

んど行なわれていない。海外では

むしろ心理的に敬遠される傾向に

あるヒューマノイドロボット研究

が、日本ではかくも盛んである理

由としては、宗教的なロボットア

レルギーがほとんど無い国民性と

ともに、1960 年代に日本初のテレ

ビアニメとなった鉄腕アトム等に

よる「ロボットは人間にとって頼

もしい味方」というイメージの影

響が大きいと言われている ｡ ここ

ではロボットを厳密に定義するこ

とは避けるが、諸外国のロボット
研究との比較という観点から日本
のロボット研究を見てみると、二
足歩行技術に代表される自立した
移動、理解・学習といった知性へ
のこだわりが特徴的である。
　しかし、2000 年代の今語られて

いるロボット研究の未来像は、当

初から期待されていたそれらの姿

と実はそれほど大きくは変わって

はいない。1980 年代のロボット開

発の各プロジェクトの命題は、産

業ロボット技術を、原子炉・宇宙・

海底などの極限作業ロボットや、

家事、介護・介助、救急、警備を

行なうロボットに応用する、とい

うものであった。しかし、現在で

も日本のロボット研究の多くは依

然として未来の技術であり、現実

のものではない５）。1980 年代の価

値観から見て、現在予想外に注目

されているように見えるのは、ペ

ットロボット・エンターテイメン

トロボット・癒し系ロボットなど

と呼ばれる系統で、これらには今

後、一人暮らしの老人や少子化に

よって増加する一人っ子に対する

癒しや健康管理など、単なる玩具

以上の発展の期待がかけられてい

る３）。日本では、おもちゃのロボ

ットにさえも、自立的な移動機能

や知性らしきものを強く求める傾

向がある。

３‐２

日本のロボット研究の経緯か
ら見た手術支援ロボット

　２‐１で述べたように、欧米

では、手術支援ロボットによる

手術を、ロボット工学を用いた

Telesurgery という概念でとらえ

ており、これを単純に日本のロボ

ット工学の中に当てはめて考える

ことは難しいかもしれない。しか

し、現在の日本では、現在のよう

な姿の手術支援用医療機器を「ロ

ボット」と呼んでおり、ロボット

工学の領域の研究者が開発してい

ることは間違いない。そこで、こ

こではあえて、日本の一般的なロ

ボット工学の観点から手術支援ロ

ボットの特徴を見てみたい。

　図表２に示したように、手術支

援ロボットシステムは、要素技術
としては、特に目と手の機能を重
要視しており、足の機能（移動）
をほとんど意識していない。こ
の点では、従来から日本に蓄積さ
れている産業用ロボット技術の延
長上にあると言うことができ、移
動や歩行を重要視する今日の日本
のロボット研究の流れとは相違す
る。人工関節を入れる手術の際に

用いられる整形外科用のロボット

として、米国のスピンオフ型ベン

チャー企業（Integrated Surgical 

Systems 社）29）で開発されたロボ

ドックという手術支援ロボットも

日本に数台輸入されているが、こ

れなどはさらに産業用ロボットに

近いものである。ロボドックは精

密に再現性良く安全に骨の掘削を

行なえる医療機器であり、輸血も

不要で、患者は術後２～３日目に

は痛みなく起立訓練を行える。

　また、手術支援ロボットに対し

て、国内外を問わず、外科医が特

にこだわっている最大のポイント

は、自立したロボットに手術をさ

せることは決してない、という点

である。すなわち、医師にとって

は、ロボット手術においても、そ

の動作のひとつひとつが必ず術者

の判断の結果であることが重要で

ある。どんなに遠隔の地で手術が

行なわれようとも、医師の立会い

のもとで医師の判断によって手術

が行なわれることが最後まで守ら

れるべき鉄則である。この結果、

ロボットの自立性よりも遠隔操作

が選ばれた。つまり、手術支援ロ
ボットの研究は、人間の代替を目
指すことはなく、ロボットに自立
した知性も求めていない。この点
が、自立型ロボットを嗜好する日
本のロボット研究との最大の相違
点であろうと思われる。

　また、日本人はロボット研究に

対するアレルギーが少ないとは言

われるものの、実際に自分の身に

ふりかかる医療や介護といった分

野にロボットを導入することへの

抵抗感は、諸外国よりむしろ強い

かもしれない。介護や看護に関し

て言えば、ロボットどころか、介

護者や看護者が他人よりも身内、

男性よりも女性であることを好む

傾向が依然として存在する。この

点で、対面型の内視鏡手術や診断

系技術は、日本人のもつロボット

技術のイメージとはかなり異なっ

ており、どちらかというと他の技

術の発展にロボット研究の要素技

術を持ち込んだと見なすこともで

きる。したがって、これらに対し

ては日本人の抵抗感は少なく、医

療機器としての認可の問題がクリ

アできれば、今後もさらに数多く

医療現場に取り入れられていくと

考えられる。

　つまり、手術支援ロボットは、

日本で盛んなロボット研究とは異

なる進化をたどっており、日本人

のもつロボットへの一般的イメー

ジとはかなり異なった、やや地味

な存在と言える。自立的な移動や

知性を求めないのならば、それは

ロボット技術ではなく、単なる機

械的作業ではないか、と考える日
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4．今後の日本における医工学研究

本人も存在する。このようなイメ

ージ上のミスマッチも、日本のロ

ボット研究開発において、この分

野があまり重要視されなかった大

きな理由のひとつと考えられる。

３‐３

日本における手術支援
ロボット研究

　ロボット工学のアウトプット

として、医療福祉分野は、人類の

役に立つという意味で社会的なイ

ンパクトがあり、得られる経済効

果も大きい分野である。日本ロボ

ット学会は、ここ数年になって医

療福祉分野にも本格的に目を向け

始めた、という段階ではあるが、

2002 年 11 月にロボット工学セミ

ナー「実用段階に入った医療ロボ

ティックス」を開催し、すでにこ

れらの技術が未来のものではな

く、実用段階にあるという認識を

示した。

　医療用のロボット技術を研究題

目に挙げている日本の大学や研究

機関は数多く、現在までに国内で

行われた関連プロジェクトも決し

て少なくはない（図表７）。ただし、

図表７のすべての研究予算を足し

合わせても 30 億円にも満たない。

前述のダビンチやゼウスの開発投

資と比較すると１桁小さく、日本
の医療用ロボティックス研究は小
規模なうえに、分散しすぎており、
アウトプットが要素技術にとどま
っていることは否めない事実であ

る。しかも、日本では、産業ロボ

ティクス分野の研究者の一部が医

療福祉分野にも目を向け始めたの

は比較的最近のことで、例えば、

図表７の「外科領域を中心とする

ロボティックシステムの開発」の

研究成果を使って日本で初めての

遠隔手術実験（動物実験）が行な

われたのは、やっと 2002 年のこ

とである 30）。

　日本では、残念ながら当分は、

分散した研究が行なわれていく

体制に大きな変化は無さそうであ

る。重要なことは、これらのプロ
ジェクトを単に研究発表のみで終
わらせずに、より確実な成果、す

なわち医師が使用できる装置の姿
に結び付けることである。日本で

行なわれているような分散型の研

究でも可能なアウトプットとして

は、小規模病院用の比較的低価格

なシステムの構築がありうる。ま

た、既存の手術支援ロボットでは

対応できない手術として、より細

かい作業を必要とする脳神経外科

手術や整形外科などの領域が残さ

れている。また、MEMS やマイ

クロマシン技術のように日本が得

意としてきた精密機械分野と無線

技術を用いて、体内マイクロサー

ジェリーを狙うことにも意味があ

ると思われる。もし、今後、プロジ

ェクトが強化され、国内でも比較

的大きいロボットシステムを狙う

機会があるとすれば、治療と診断

を統合した医療システムの構築 30）

も有意義と考えられる。

大
・
中
規
模

日本学術振興会 未来開拓学術推進事業
「外科領域を中心とするロボティックシステムの開発」30）

経済産業省
新エネルギー・産業技術総合開発機構
「内視鏡等における低侵襲高度手術支援システム」26）
（「脳腫瘍等手術支援システム」の継続プロジェクト）

小
規
模

文部科学省 科研費補助による医療支援ロボティック関連研究
（1984～ 2000年で 15件）

厚生労働省 研究費補助による低侵襲手術支援システム関連研究
（1997～ 2001年で９件）

　図表７　これまでの国内の関連プロジェクト

４‐１

医工学研究を取り巻く
環境の変化

　日本の医療福祉体制には数多く

の複雑な問題が指摘されており、

現在、行政にも方向転換を求める

声が強い２，31，32）。ここではこれ

らについては深く述べないが、目

前の最も大きな環境変化は、人口

構成比、すなわち極めて高い高齢

化率（例：2000 年度の高齢化率

は 17.4％）である。今後の日本は、

この大きな量的変化に対応するだ
けの質的変化を積極的に取り入れ
ていかなければ立ち行かない。さ

らに量的な問題を深刻にするの

は、日本人の求める医療への要望

の多様化である。乳幼児医療や難

病治療では世界の最先端の技術を

求め、成人医療では日帰り手術や

医療費負担削減を求め、一方、高

齢者は先進医療より人的な医療サ

ービス向上を求める傾向がある。

このような多様化に対して従来ど

おりの医療体制で対応しようとす

れば、医療従事者の不足や医療介

護ミスの増加は必至である。今後
は何かしらの合理性による質の向
上を取り入れて、これらの多様性
に対応することも必要である。
　一方、見方を変えれば、高齢化
の進む日本では、医療ビジネスは
特に将来性が大きい分野であると

予想されており、このことがバイ

オテクノロジーへ大きな期待をか

けることのバックグラウンドにも

なっている。

　しかし、冒頭に述べたようにあ

まり認識されていないのだが、世

界の中で日本は、次第に、必ずし

この他、2003年度より「身体機能解析・補助・代替機器開発」（厚生労働省）が開始
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も先進の医療を受けられる国とは

言えなくなりつつある。現在の日
本では、医療の公平性および規制
が過度であり、先端医療の発展と
いう意味で、これらが足かせにな
っているという指摘が強くなりつ

つある２，31，32）。新しい機器が医

療現場に採用されるグレードに達

するまでには必ずいくつかの問題

点があり、これを見出し改めるに

は治験（薬事法第二条第七号）を

進めるしか方法がない。そこでは、

多少のリスクは負っても新しい医
療を試みるという「患者の選択の
余地」を認め、医師や製造者およ
び患者に対して十分な保障を用意
する、という体制がぜひとも必要
である。民間保険等の適用も考慮

の中に入れるべきであろう。もち

ろん医学には慎重さが重要ではあ

ることはいうまでもないが、それ

は審査体制が弱い結果であっては

ならず、明確な基準作りは早急に

必要である。PL法等の製造者責任

と医療行為に対する医師の責任の

みが大きく取り上げられ、問題点

の本質が曖昧なままでは、日本発

の新しい研究開発を世に送り出す

ことは不可能である。日本が先端

的な医療を受け入れられる社会に

ならない限り、日本で先端医療機

器の開発を行なっても、その成果

は研究の段階で終わってしまう。

　なお、海外では先端的な医薬品

や医療機器に関する特許などの知

的財産権が比較的広く解釈されて

おり、このことがベンチャー企業

を起こす大きなインセンティブの

ひとつになっている。日本でも、

現在、先端的な医療関連行為に関

して特許権を認めるどうかについ

ての議論が行なわれている最中で

ある 44）。一部には医師が医療行為

を行なう際の制約を懸念する声も

あるが、海外では医療行為自体は

特許侵害の適用外とされていると

ころも多い。今後の日本での議論

の行方が注目される。

４‐２

医療分野への
工学的アプローチ

盧工学的トランスレーショナル
　リサーチ
　すでに医療は、医学のみによっ

ては成り立たないものになってい

る 33）。日本において医工学という

研究分野は、医用センサの研究な

どが 1940 年代から始められてい

る 17）。譖日本エム・イー学会は

1962 年に発足し、すでに 40 年も

の歴史がある。事実、日本のマニ

ピュレーション技術や医用センサ

技術は、海外でも質的に高い評価

を受けている。問題は、日本の研
究の多くに、それらの要素技術を
使って医療システムとして組み上
げ、医療現場に持ち込むという、
言わば工学的トランスレーショ
ナルリサーチが欠けている点であ
る。科学が進歩しても技術は自然

に進歩するものではなく 33）、一人

の科学者の成果を社会に還元する

までには、さらに多くの工学者の

努力を必要とする。再生医療等の

バイオテクノロジーを具体化する

ためにも、医療機器の研究開発を

通らないわけにはいかない。

　医療機器産業界が中心とな

って創設された医療技術産業

戦略コンソーシアム（METIS：

Medical-Engineering Technology 

Industrial Strategy Consortium）

が 2001 年３月に設立され 34）、こ

こでも「有力な方法は、医療にお

けるトランスレーショナルリサー

チに工学系研究者が参画すること

である」という提言がなされてい

る。しかし、バイオテクノロジー

戦略大綱 35）やその具体策のひと

つである全国治験活性化３ヵ年計

画 36）の記載、21 世紀 COE プロ

グラム（Center of Excellence）37）

のテーマなどを見ても、具体的な

工学的トランスレーショナルリサ

ーチ案はほとんど取り上げられて

いないのが実態である。

　なお、現在の日本に比べれば、

医療において先進的と思える米国

においてさえ、「過去の科学的発

見の多くを、人類に恩恵をもたら

す具体的利益へ移行させることが

できなかった」という問題意識が

あり、これを解決するには利害関

係者の誰が何をすべきかという参

加型討論がなされている 38）。

盪医工連携
　医工連携というキーワードは、

21 世紀 COE プログラム 37）等で

大きく取り上げられ、特に研究者

の人材交流が重要であると認識さ

れている。医療に関わる研究はす

べて、実際に医療現場を知ろうと

しなければ始まらないことを考え

ると、今後の医工連携では、研究
の最初の段階から工学系研究者が
医系キャンパスに日常的に入って
いけるような研究の場を用意する
ことが必要であり、学生の異動の
みならず教員ポストの確保などの
具体策が求められる。医工連携を、

単に研究室の交流会などで終わら

せてはならない。最近、医学部に

もコンピュータ外科領域が取り入

れられ 39）、また、先端工学診療部 23）

等が設立され始めた。これらは工

学研究者が最も容易に入って行け

る窓口であろう。

　工学研究者が実際の手術の場に

立ち会うことの意義を示す一例を

挙げたい。血管の切断に際して、

血管を挟み、超音波エネルギーを

利用して止血凝固し、閉じてから

切り離すという合理的な技術が開

発されている。もし、開発者が現

場を知らずに動作を伝え聞いただ

けでロボットを開発しようとすれ

ば、従来から医師が行なっている

血管を縛って止血する方法を正確

にロボットに行なわせようという

努力のみに邁進したであろう。研
究開発にあたって重要なことは、
ロボットが果たすべき目的を的確
に掴むことであり、単に術者の動
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作を模倣することではない。工学

分野の研究者が医療現場に立ち会

わなければならない理由はここに

あり、立ち会った工学者から生ま

れる具現化のアイデアが勝負の分

かれ目である。このような発想の

余地がまだ非常に多く残されてい

ることを、医師たちは指摘してい

る。例えば、現在の手術支援ロボ

ットは、医師自身がミクロになっ

て患者の体内に入り患部を治療す

るという「ミクロの決死圏（原題：

Fantastic Voyage、1966 年 ）」 と

いう夢物語を、医師がミクロにな

らずに別の手段によって感覚的に

実現したものであると言える。

　また、これまで新規医療機器

の多くは、主に企業の工学系開発

者が開発し、それが病院に持ち込

まれるという形をとってきた。し

かし、そのような医療関係企業

の開発品でさえも、医師が実際に

臨床で使うには不適切な場合がし

ばしば見られる。例えば、医療機

器としては清潔さが不十分であっ

たり、免疫応答など生体に及ぼす

影響を無視したり、ユーザーであ

る医師の操作性が考慮されていな

い、などの問題点が指摘されてき

た。また、高度先端医療機器導入

は医療費用の増大を招く場合も多

い。いくら技術的には先進なもの

であっても、それが医療現場でプ

ラス要因とならなければ、現場で

使われるようにはならない。これ

らは、医学部や工学部のみならず、

経済学部なども協調し、共に考え

ていかなければならない問題であ

り、今後、介護用機器などを研究

開発する上でも重要な事項である。

蘯日本の医療機器産業と医工学
　研究の関連
　今後、医療機関の評価は、イン

ターネットを通じて国民に広く情

報提供されるようになり 41）、医療

福祉サービスに競争原理が持ち込

まれることは必至である。これま

での日本の先進的医療機器は、導

入実績が臨床研究用の数台にとど

まるために、潜在的な市場は大き

いが実質的な国内市場がいつまで

も小さいことを理由に企業におけ

る開発も力が入らず、その結果と

して国産装置はいつまでも研究段

階から脱却できず実用的なレベル

も上がらない、という悪循環が生

じていた。現在でも、すでに医療

機器は完全に輸入超過であり、優

位であった診断系機器さえもシェ

アを減らしつつある３）。この問題

は、厚生労働省が中心となる「医

療機器産業ビジョンに関する懇談

会」40）でも大きく取り上げられ、

今後、医療機器の認可を容易にす

れば、輸入超過傾向はますます加

速するのではないかとの懸念も起

こっている。

　しかし、グローバル化の進んだ

今日では、すでに医療機器市場は

国内だけに閉じている産業ではな

く、国際的な競争力を持つことが

必要になっており、国内市場だけ

に目を奪われることは、かえって

先行きの見通しを誤らせる。また、

医療機器市場に関しては、これま

では、人口が全世界の 12％にすぎ

ない米国・日本・欧州のみで全体

の83％を占めるという偏在市場で

あったが、最近では中国等が治験

への積極参加や先進医療機器導入

に補助金を出すなどの政策を取っ

ており、ここ数年内に世界市場が

大きく変動する可能性もある。

　日本では大学の共同研究に留ま

っているプロジェクトも、それぞ

れの成果が、海外のベンチャー企

業の製品と、いずれは医療という

市場で競争しなければならない。

過保護な科学技術政策を採った場
合には、臨床段階での実績作りが
進む欧米の医療機器発展との差が
ますます大きく開いていくとは必
至と予想される。新しい医療ビジ

ネスや教育システムの発展性まで

含めて考えると、日本国内の装置

開発に保護政策をとることはデメ

リットのほうが大きいであろう。

現実を拒否すれば、次のチャンス

までも失う可能性がある。そもそ

も医療福祉は、その国民的利益の

大きさから、本質的には産業分野

としての保護政策を取ることはで

きないはずの分野であろう。

5．おわりに

　外科手術支援用のロボット技術

は、高精度の追及や人間の代替作

業を意図した産業分野用のロボッ

ト開発と比べると、低侵襲治療と

遠隔操作性という医療現場の新た

な質的効果を生み出しており、日

本の医療体制全体を大きく前進さ

せる可能性を有している。人口構

成比の高齢化とともに医療論議は

今後いっそう激しくなり、情報化

の進展も手伝って、日本の医療現

場と諸外国の差異は、早晩日本人

の多くが知るところとなる。日本

の誇るロボット技術が日本の医療

現場には登場せず、また最も成長

すると予想される今後の医療福祉

産業にも寄与しないとすれば、そ

れは極めて残念なことである。

　今後、新しい医療機器技術が日

本から生まれるためには、医工連

携の研究体制の場で、各要素技術

を医療システムとして組み上げ、

医療現場に持ち込むという工学的

トランスレーショナルリサーチ

まで責任をもった目標設定が不

可欠である。また、環境整備とし

ては、新技術を率先して試して

みるという患者の選択の余地を

残すことが必要であり、それをバ

ックアップする保障などを用意

することが必要である。さらに、

現在進行中の医療関連の認可制

度や知的財産権の見直しも大き
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な影響力をもつと考えられ、今後

の行方が注目される。
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